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向日市告示第３２号 

 

向日市介護予防デイサービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する要綱（平

成２９年告示第２１号）の一部を次のように改正します。 

 

  令和６年３月２８日 

 

                  向日市長 安 田  守    

 

 

 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

（管理者） （管理者） 

第６条 指定介護予防デイサービス事業者は、指

定介護予防デイサービス事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、指定介護予防デイサービ

ス事業所の管理上支障がない場合は、当該指定

介護予防デイサービス事業所の他の職務に従

事し、又は                他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

第６条 指定介護予防デイサービス事業者は、指

定介護予防デイサービス事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かなけれ

ばならない。ただし、指定介護予防デイサービ

ス事業所の管理上支障がない場合は、当該指定

介護予防デイサービス事業所の他の職務に従

事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとする。 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第７条   略 第７条   略 

２及び３   略 ２及び３   略 

４ 前項ただし書の場合（指定介護予防デイサー

ビス事業者が第１項に掲げる設備を利用し、夜

間及び深夜に指定介護予防デイサービス以外

のサービスを提供する場合に限る。）には、当

該サービスの内容を当該サービスの提供の開

始前に当該指定介護予防デイサービス事業者

に係る指定を行つた市長に届け出るものとす

る。 

 

５   略 ４   略 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第８条   略 第８条   略 

２ 指定介護予防デイサービス事業者は、利用申 ２ 指定介護予防デイサービス事業者は、利用申
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込者又はその家族からの申出があつた場合に

は、前項の規定による文書の交付に代えて、第

５項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であ

つて次に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供することがで

きる。この場合において、当該指定介護予防デ

イサービス事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

込者又はその家族からの申出があつた場合に

は、前項の規定による文書の交付に代えて、第

５項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき

重要事項を電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であ

つて次に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供することがで

きる。この場合において、当該指定介護予防デ

イサービス事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

(1)   略 (1)   略 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によつては認

識することができない方式で作られる記録

であつて、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。第４０条の２第１項に

おいて同じ。）に係る記録媒体をいう。）を

もつて調製するファイルに前項に規定する

重要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物       

                                       

                                       

                                     を

もつて調製するファイルに前項に規定する

重要事項を記録したものを交付する方法 

３～６   略 ３～６   略 

（掲示） （掲示） 

第２８条 指定介護予防デイサービス事業者は、

指定介護予防デイサービス事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護予防デイサービ

ス従業者の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事

項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）を掲示しなければならない。 

第２８条 指定介護予防デイサービス事業者は、

指定介護予防デイサービス事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護予防デイサービ

ス従業者の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事

項                                       

       を掲示しなければならない。 

２ 指定介護予防デイサービス事業者は、重要事

項          を記載した書面を当該指定介護

予防デイサービス事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、前項の規定による掲示に代えることが

できる。 

２ 指定介護予防デイサービス事業者は、前項に

規定する事項を記載した書面を当該指定介護

予防デイサービス事業所に備え付け、かつ、こ

れをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることが

できる。 

３ 指定介護予防デイサービス事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

ばならない。 
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（事故発生時の対応） （事故発生時の対応） 

第３４条   略 第３４条   略 

２及び３   略 ２及び３   略 

４ 指定介護予防デイサービス事業者は、第７条

第４項の指定介護予防デイサービス以外のサ

ービスの提供により事故が発生した場合は、第

１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を

講じなければならない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３６条   略 第３６条   略 

２ 指定介護予防デイサービス事業者は、利用者

に対する指定介護予防デイサービスの提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から２年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防デイサービス事業者は、利用者

に対する指定介護予防デイサービスの提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完

結の日から２年間保存しなければならない。 

(1)   略 (1)   略 

(2) 第１８条第２項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第１８条第２項に規定する  提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(3) 第３８条第９号の規定による身体的拘束

等の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

(4) 第２１条の規定による市への通知に係る

記録 

(3) 第２１条に規定する  市への通知に係る

記録 

(5) 第３２条第２項の規定による苦情の内容

等の記録 

(4) 第３２条第２項に規定する  苦情の内容

等の記録 

(6) 第３４条第２項の規定による事故の状況

及び事故に際して採つた処置についての記

録 

(5) 第３４条第２項に規定する  事故の状況

及び事故に際して採つた処置についての記

録 

（指定介護予防デイサービスの具体的取扱方

針） 

（指定介護予防デイサービスの具体的取扱方

針） 

第３８条 指定介護予防デイサービスの方針は、

第４条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところに

よるものとする。 

第３８条 指定介護予防デイサービスの方針は、

第４条に規定する基本方針及び前条に規定す

る基本取扱方針に基づき、次に掲げるところに

よるものとする。 

(1)～(7)   略 (1)～(7)   略 

(8) 指定介護予防デイサービスの提供に当た

つては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない
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場合を除き、身体的拘束等を行つてはならな

い。 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しな

ければならない。 

 

(10)   略 (8)   略 

(11)   略 (9)   略 

(12)   略 (10)   略 

(13)   略 (11)   略 

(14) 第１号から第１２号までの規定は、前号

に規定する介護予防デイサービス計画の変

更について準用する。 

(12) 第１号から第１０号までの規定は、前号

に規定する介護予防デイサービス計画の変

更について準用する。 

（安全管理体制等の確保） （安全管理体制等の確保） 

第４０条   略 第４０条   略 

２ 指定介護予防デイサービス事業者は、サービ

スの提供に当たり、転倒等を防止するための環

境整備に努めなければならない。 

 

３ 指定介護予防デイサービス事業者は、サービ

スの提供に当たり、事前に脈拍や血圧等を測定

する等利用者の当日の体調を確認するととも

に、無理のない適度なサービスの内容とするよ

う努めなければならない。 

 

４ 指定介護予防デイサービス事業者は、サービ

スの提供を行つているときにおいても、利用者

の体調の変化に常に気を配り、病状の急変等が

生じた場合その他必要な場合には、速やかに主

治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じ

なければならない。 

 

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第４０条の２ 指定介護予防デイサービス事業

者及び指定介護予防デイサービスの提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この要綱の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によつて認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）で行う

第４０条の２ 指定介護予防デイサービス事業

者及び指定介護予防デイサービスの提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この要綱の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によつて認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。）で行う
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ことが規定されている又は想定されるもの（第

１１条第１項及び次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に

係る電磁的記録                           

                                         

                                         

                                       に

より行うことができる。 

ことが規定されている又は想定されるもの（第

１１条第１項及び次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に

係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によつては認識することができな

い方式で作られる記録であつて、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。 

２   略 ２   略 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この告示の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の向日市介護

予防デイサービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する要綱第２８条第３

項の規定の適用については、同項中「指定介護予防デイサービス事業者は、原則

として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削

除」とする。 


